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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 
 

回次
第73期

中間連結会計期間
第74期

中間連結会計期間
第73期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上高 (百万円) 44,372 46,769 90,025

経常利益 (百万円) 1,527 2,665 3,864

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 948 1,658 1,144

中間包括利益又は包括利益 (百万円) △643 2,103 2,407

純資産額 (百万円) 44,607 45,203 43,805

総資産額 (百万円) 76,428 83,708 81,686

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 58.82 116.61 73.67

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 54.9 50.5 50.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,944 3,871 8,044

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,964 △3,307 △5,384

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,557 △435 △814

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 10,955 14,317 13,940
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】
　

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありま

せん。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における我が国の経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果を背景に、景気は緩やか

な回復基調で推移しました。一方、景気の先行きについては、中東情勢をはじめとする地政学的リスクの高まりや

為替変動に伴うエネルギー・原材料価格及び物価の上昇に加え、米国の通商政策や中国経済の動向、自然災害によ

る影響などの先行きが依然として不透明であり、引き続き注視していく必要があると考えております。

自動車業界においては、生産台数は日本では底堅く推移した一方、中国では市場環境の変化により成長に減速感

が見られるなど、地域ごとの動向に差が生じました。また、電気自動車は中長期的な普及が見込まれるものの、足

元では政策変更等の影響から調整局面にあり、今後の市場動向を慎重に見極めていく必要があると考えておりま

す。

当中間連結会計期間の業績については、連結売上高は、機能品事業、防振事業、ホース事業の売上高が堅調に推

移したことで、前年同期比5.4％増の467億69百万円となりました。営業利益は、売上高の増加に加え、生産性向上

や価格適正化努力及び赤字低採算製品の削減の効果が、原材料費や労務費等の上昇による影響を上回り、前年同期

比61.0％増の24億94百万円、経常利益は同74.5％増の26億65百万円、親会社株主に帰属する中間純利益は同74.9％

増の16億58百万円となりました。

 
セグメントの経営成績は次のとおりです。

 
機能品事業

売上高は、当社がソリューション提供による拡販に注力している中国系ワイパーメーカー向け製品の受注が引き

続き堅調に推移したことなどから、前年同期比5.2％増の218億84百万円となりました。セグメント利益は、売上高

の増加に加え、半導体製造装置向けシール製品の受注増加、また生産性向上や価格適正化努力及び赤字低採算製品

の削減の効果が原材料費や労務費等の上昇による影響を上回り、前年同期比15.2％増の25億５百万円となりまし

た。

 
防振事業

売上高は、建設機械向け製品や半導体製造装置向けウレタン製品の受注が堅調に推移したことなどから、前年同

期比7.0％増の199億28百万円となりました。セグメント利益は、売上高の増加に加え、生産性向上や価格適正化努

力及び赤字低採算製品の削減の効果が金具鋼材費や労務費等の上昇による影響を上回り、前年同期比33.4％増の15

億31百万円となりました。

 
ライフサイエンス事業

売上高は、中国での再生医療制度の規制強化に伴う中国向け培地・バッグの受注減が当第２四半期に大きく影響

したことで、前年同期比18.6％減の４億38百万円となりました。セグメント利益は、売上高の減少に対し、原価低

減や価格適正化、生産性向上に取り組んだものの、前年同期比38.5％減の79百万円となりました。

 
金属加工事業

売上高は、採算性向上に向けた事業の選択と集中を進めたことから、前年同期比9.3％減の20億６百万円となりま

した。セグメント損益は、非採算部品撤退による収益性改善に加え、建設機械関連製品の需要回復や価格適正化努

力及び生産性向上の効果により、92百万円の利益となりました（前年同期は58百万円の損失）。
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ホース事業

売上高は、商用車向けの受注が堅調に推移したことから、前年同期比13.4％増の29億48百万円となりました。セ

グメント利益は、売上高の増加に加え、付加価値の高い製品の拡販、また生産性向上や価格適正化の効果が原材料

費や労務費等の上昇による影響を上回り、前年同期比78.4％増の３億75百万円となりました。

 
財政状態の状況は次のとおりです。

 
当中間連結会計期間末の総資産は、前期末に比べ20億22百万円増加し、837億８百万円となりました。

流動資産は前期末に比べ12億71百万円増加し、493億14百万円となりました。これは主に、売上高の増加による受

取手形及び売掛金の増加並びに借入金の増加による現金及び預金の増加等によるものです。

固定資産は前期末に比べ７億50百万円増加し、343億93百万円となりました。これは主に、機械装置及び運搬具の

増加等によるものです。

負債は前期末に比べ６億23百万円増加し、385億５百万円となりました。これは主に、借入金、退職給付に係る負

債及び賞与引当金の増加等によるものです。

純資産は前期末に比べ13億98百万円増加し、452億３百万円となりました。これは主に利益剰余金及び為替換算調

整勘定の増加等によるものです。

以上の結果、自己資本比率は前期末に比べ0.5ポイント増の50.5％となりました。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ３億77

百万円増加し、143億17百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は38億71百万円（前年同期は39億44百万円）となりました。これは主に税金等調整

前中間純利益26億65百万円、減価償却費25億32百万円等による資金の増加と、売上債権の増加５億85百万円、法人

税等の支払額８億１百万円等の資金の減少によるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は33億７百万円（前年同期は29億64百万円）となりました。これは主に有形固定資

産の取得が30億51百万円あったことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は４億35百万円（前年同期は15億57百万円）となりました。これは主に配当金の支

払が７億17百万円あったこと、借入金の収入が返済を３億16百万円上回ったことによるものです。

 
(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 
(4) 研究開発活動

当中間連結会計期間における研究開発費の総額は13億16百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,909,130 15,909,130
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数
100株

計 15,909,130 15,909,130 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

― 15,909,130 ― 1,395 ― 1,514
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(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己
株式を除く。)の
総数に対する所
有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行㈱
港区赤坂１丁目８番１号　赤坂インターシ
ティＡＩＲ

1,472 10.3

渡邉　まり 埼玉県さいたま市浦和区 717 5.0

ＫＡＷＡＭＯＴＯ　ＣＭＫ㈱ 東京都目黒区青葉台１－４－７ 573 4.0

㈱日本カストディ銀行 東京都中央区晴海１－８－１２ 521 3.6

河本　次郎 埼玉県白岡市 473 3.3

河本　太郎 東京都目黒区 470 3.3

㈱ＭＷホールディングス 埼玉県さいたま市浦和区本太１－４－17 426 2.9

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮ
Ｋ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰ
ＡＮＹ
（常任代理人　株式会社みずほ銀
行決済営業部）

ONE CONGRESS STREET SUITE 1,
BOSTON,MASSACHUSETTS 
（東京都港区港南２－15－１）

416 2.9

フコク従業員持株会 埼玉県上尾市菅谷３－105 365 2.5

ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭＡＬＬ　
ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯＲＴＦ
ＯＬＩＯ
（常任代理人　シティバンクエ
ヌ・エイ東京支店）

PALISADES WEST 6300, BEE CAVE ROAD
BUILDING ONE,AUSTIN,TEXAS
（東京都新宿区新宿６ー27ー30）

170 1.1

計 － 5,606 39.3
 

(注) １．上記のほか当社所有の自己株式1,679千株があります。

２．上記日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式数のうち、信託業務に係る株式の総数は、1,472千株であ

ります。

３．上記㈱日本カストディ銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式の総数は、521千株であります。

４．上記ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹの所有株式数のうち、信託業

務に係る株式の総数は、416千株であります。

５．2026年８月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友ＤＳア

セットマネジメント株式会社が2026年７月31日現在で以下の株式を保有している旨が記載されているもの

の、当社としては当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記大株主の状

況には含めておりません。

なお大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（千株）

株券等
保有割合
（％）

三井住友ＤＳアセット
マネジメント株式会社

東京都港区虎ノ門１－17－１
虎ノ門ヒルズビジネスタワー26階

824 5.18
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(6) 【議決権の状況】

 
① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

― ―
1,679,800

完全議決権株式(その他)
普通株式

141,684 ―
14,168,400

単元未満株式
普通株式

― ―
60,930

発行済株式総数 15,909,130 ― ―

総株主の議決権 ― 141,684 ―
 

(注)　上記「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数100個が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱フコク 埼玉県上尾市菅谷３－105 1,679,800 ― 1,679,800 10.55

計 ― 1,679,800 ― 1,679,800 10.55
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、ＥＹ新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 14,327 14,785

  受取手形及び売掛金 20,298 20,989

  商品及び製品 6,864 6,479

  仕掛品 1,170 1,372

  原材料及び貯蔵品 4,045 3,877

  その他 1,465 1,873

  貸倒引当金 △128 △64

  流動資産合計 48,043 49,314

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 8,690 8,676

   機械装置及び運搬具（純額） 10,322 10,598

   土地 6,999 6,927

   その他（純額） 2,810 3,272

   有形固定資産合計 28,823 29,475

  無形固定資産 1,986 1,969

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,366 1,548

   その他 1,917 1,990

   貸倒引当金 △450 △589

   投資その他の資産合計 2,833 2,949

  固定資産合計 33,643 34,393

 資産合計 81,686 83,708
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 5,587 5,593

  電子記録債務 2,705 2,716

  短期借入金 9,503 8,542

  未払法人税等 534 564

  賞与引当金 911 965

  その他 5,548 5,645

  流動負債合計 24,791 24,028

 固定負債   

  長期借入金 6,944 8,155

  退職給付に係る負債 2,058 2,142

  役員退職慰労引当金 204 206

  その他 3,883 3,971

  固定負債合計 13,090 14,476

 負債合計 37,881 38,505

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,395 1,395

  資本剰余金 1,514 1,517

  利益剰余金 32,653 33,707

  自己株式 △2,266 △2,257

  株主資本合計 33,296 34,362

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 190 199

  繰延ヘッジ損益 9 △85

  為替換算調整勘定 7,374 7,789

  その他の包括利益累計額合計 7,573 7,903

 非支配株主持分 2,935 2,936

 純資産合計 43,805 45,203

負債純資産合計 81,686 83,708
 

EDINET提出書類

株式会社フコク(E01113)

半期報告書

10/22



(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 44,372 46,769

売上原価 36,135 37,650

売上総利益 8,236 9,119

販売費及び一般管理費 ※  6,687 ※  6,625

営業利益 1,549 2,494

営業外収益   

 受取利息 46 31

 受取配当金 8 7

 持分法による投資利益 71 98

 為替差益 － 112

 その他 176 117

 営業外収益合計 302 366

営業外費用   

 支払利息 87 141

 為替差損 117 －

 その他 120 54

 営業外費用合計 324 195

経常利益 1,527 2,665

税金等調整前中間純利益 1,527 2,665

法人税、住民税及び事業税 540 761

法人税等調整額 △109 71

法人税等合計 431 832

中間純利益 1,096 1,833

非支配株主に帰属する中間純利益 147 174

親会社株主に帰属する中間純利益 948 1,658
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 1,096 1,833

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 44 8

 繰延ヘッジ損益 68 △110

 為替換算調整勘定 △1,795 303

 持分法適用会社に対する持分相当額 △56 68

 その他の包括利益合計 △1,739 270

中間包括利益 △643 2,103

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △705 1,988

 非支配株主に係る中間包括利益 62 114
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 1,527 2,665

 減価償却費 2,555 2,532

 賞与引当金の増減額（△は減少） 78 52

 退職給付に係る資産負債の増減額（△は減少） 221 153

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 13 10

 受取利息及び受取配当金 △55 △38

 支払利息 87 141

 為替差損益（△は益） 0 3

 持分法による投資損益（△は益） △71 △98

 売上債権の増減額（△は増加） △123 △585

 棚卸資産の増減額（△は増加） 404 378

 仕入債務の増減額（△は減少） △148 △181

 その他 147 △272

 小計 4,637 4,760

 利息及び配当金の受取額 63 38

 利息の支払額 △86 △125

 法人税等の支払額 △670 △801

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,944 3,871

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 － △91

 定期預金の払戻による収入 42 －

 有形固定資産の取得による支出 △2,872 △3,051

 有形固定資産の売却による収入 68 23

 無形固定資産の取得による支出 △226 △163

 その他 24 △24

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,964 △3,307

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 1,200 149

 短期借入金の返済による支出 △1,033 △1,423

 長期借入れによる収入 － 2,845

 長期借入金の返済による支出 △1,005 △1,254

 配当金の支払額 △604 △604

 非支配株主への配当金の支払額 △93 △112

 その他 △19 △35

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,557 △435

現金及び現金同等物に係る換算差額 △449 248

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,026 377

現金及び現金同等物の期首残高 11,981 13,940

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  10,955 ※  14,317
 

EDINET提出書類

株式会社フコク(E01113)

半期報告書

13/22



【注記事項】

(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

一部の連結子会社における税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算し

ております。

 

(中間連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

給料 2,355百万円 2,321百万円

運賃 1,174  1,081  

役員退職慰労引当金繰入額 11  15  

賞与引当金繰入額 190  213  
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

現金及び預金勘定 11,318百万円 14,785百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △363 △468 

現金及び現金同等物 10,955 14,317 
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月15日
取締役会

普通株式 604 37.50 2025年３月31日 2025年６月10日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月５日
取締役会

普通株式 685 42.50 2025年９月30日 2025年12月４日 利益剰余金
 

 
Ⅱ　当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月15日
取締役会

普通株式 604 42.50 2026年３月31日 2026年６月９日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月５日
取締役会

普通株式 711 50.00 2026年９月30日 2026年12月４日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
合計

調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額
(注)２機能品 防振

ライフ
サイエンス

金属加工 ホース

売上高         

  外部顧客への売上高 20,419 18,614 538 2,213 2,586 44,372 － 44,372

　セグメント間の
　内部売上高又は振替高

376 5 － － 13 395 △395 －

計 20,796 18,620 538 2,213 2,599 44,767 △395 44,372

セグメント利益
又は損失(△)

2,175 1,148 129 △58 210 3,604 △2,055 1,549
 

(注) １．セグメント利益又は損失(△)の調整額△2,055百万円には、セグメント間取引消去３百万円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△2,058百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費等であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（連結子会社の事業年度等に関する事項）

従来、決算日が12月31日であった連結子会社のフコクインディア株式会社については、同日の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取引について連結上必要な調整を行っておりましたが、当中間連結会計期間

より決算日を３月31日に変更しております。

この変更に伴い、当中間連結会計期間の当該子会社の業績については2025年１月１日から2025年９月30日までの

９ヵ月分を連結し、中間連結損益計算書を通して調整しております。

これにより、当中間連結会計期間の「機能品事業」における売上高が285百万円、「防振事業」における売上高が

548百万円増加しております。なお、セグメント利益に与える影響は軽微であります。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
合計

調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額
(注)２機能品 防振

ライフ
サイエンス

金属加工 ホース

売上高         

  外部顧客への売上高 21,486 19,895 438 2,006 2,942 46,769 － 46,769

　セグメント間の
　内部売上高又は振替高

397 33 － － 5 436 △436 －

計 21,884 19,928 438 2,006 2,948 47,206 △436 46,769

セグメント利益 2,505 1,531 79 92 375 4,584 △2,090 2,494
 

(注) １．セグメント利益の調整額△2,090百万円には、セグメント間取引消去１百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△2,091百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費等であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
合 計

機能品 防振
ライフ
サイエンス

金属加工 ホース

日　本 8,354 5,646 482 2,201 2,061 18,746

東南アジア・インド 3,578 5,115 － 11 524 9,229

米州・欧州 3,869 3,610 0 － － 7,480

中　国 2,889 1,543 53 － － 4,486

韓　国 1,721 2,575 1 － － 4,298

その他 6 124 － － － 131

外部顧客への売上高 20,419 18,614 538 2,213 2,586 44,372
 

(注)　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

 
Ⅱ　当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
合 計

機能品 防振
ライフ
サイエンス

金属加工 ホース

日　本 8,321 5,782 400 1,998 2,318 18,821

東南アジア・インド 3,649 5,202 － 8 623 9,483

米州・欧州 3,779 4,041 － 0 － 7,821

中　国 4,082 2,263 29 － － 6,375

韓　国 1,653 2,472 7 － － 4,133

その他 1 132 － － － 134

外部顧客への売上高 21,486 19,895 438 2,006 2,942 46,769
 

(注)　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

１株当たり中間純利益 58円82銭 116円61銭

　　(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 948 1,658

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益(百万円)

948 1,658

普通株式の期中平均株式数(千株) 16,120 14,223
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２ 【その他】

(期末配当)

2026年５月15日開催の取締役会において、2026年３月31日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のと

おり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（1）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・  604百万円

（2）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・  42.50円

（3）支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・  2026年６月９日

 
(中間配当)

2026年11月５日開催の取締役会において、2026年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のと

おり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（1）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・  711百万円

（2）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・  50.00円

（3）支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・  2026年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月13日

株式会社フコク

取締役会　御中

　

ＥＹ新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 日　　置　　重　　樹  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　　　 澤　　　 康  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フコク

の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フコク及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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